
平成１６年度小金井市一般会計決算概要 

 

 平成１６年度一般会計の財政運営は、依然として低迷する経済情勢により市税収入

が大きく落ち込むなど、引き続き厳しい財政環境の中にあって、市政の重要課題を先

送りすることなく実行することを念頭に「小金井市第２次行財政改革大綱」に掲げる

「質の改革」の基本方針の下、限りある財源の重点的かつ効率的な執行に取り組み、

費用対効果の最大化に向け、市民満足度の充実及び向上に努めました。 

 このような状況の下、歳入面では、根幹をなす市税収入が個人市民税を中心として

前年度収入実績を割り込み、普通建設事業費の減少に関連して都支出金、繰入金も前

年度決算額を下回ることとなりました。しかし、平成７・８年度住民税等減税補てん

債借換債の発行、前年度繰越金、三位一体の改革に伴う所得譲与税、配当割交付金及

び株式等譲渡所得割交付金の新設により、歳入総額は大幅な伸びとなりました。 

 一方歳出面では、小学校校舎耐震補強工事等の減により投資的経費が大幅に減少し

たものの、生活保護費や児童手当の扶助費、財政調整基金、職員退職手当基金、都市

再開発整備基金等への積立金、平成７・８年度住民税等減税補てん債借換債の償還元

金がそれぞれ大きく増加しました。 

 これらの結果、歳入歳出いずれの決算額も前年度の決算額を大きく上回り、さらに

実質収支額は昭和６２年度以来１７年ぶりに１０億円の大台に乗りました。その主な

要因としては、市税、利子割交付金、地方消費税交付金、諸収入等が予算現額を超え

た収入となり、歳入全体の決算額が２年連続で予算を上回った決算額となったことや、

歳出決算額が予算に比して大きく下回ったことが挙げられます。 

 平成１６年度の予算規模は、２年連続かつ６か月の暫定予算の後、９月２８日第３

回定例会にて本予算の可決を経て、当初予算３３３億２，０６７万９千円に２回の補

正予算５億７，０４３万２千円を加え、総額３３８億９，１１１万１千円となりまし

た。これに対する決算額は、歳入総額が３４０億３，８２０万８千円で前年度対比８．

８％の増、歳出総額も３３０億１，８９１万９千円で前年度対比７．９％の増となり

ました。形式収支は１０億１，９２８万９千円で、翌年度への繰越財源９３５万円を

差し引き、実質収支は１０億９９３万９千円となり、これは前年度の実質収支額７億

６６７万９千円を３億３２６万円上回りました。この結果、平成１６年度の実質収支

比率は５．２％となり、前年度を１．４ポイント上回りました。 

 

 歳入の主な内容は、次のとおりです。 



① 市税は、１７３億３，８３５万８千円で前年度対比１．５％の減となりました。

この主な要因は、固定資産税が新増築家屋により増となりましたが、給与所得の減

により個人市民税が大幅に減となったことに加え、高額納税法人の移転に伴い法人

市民税が減となったことによるものです。 

② 地方譲与税は、４億８８０万２千円で前年度対比９５．４％の増となりました。

内訳は、所得譲与税が１億８，７１６万９千円の皆増、自動車重量譲与税が１億６，

３２８万６千円で４．９％の増、地方道路譲与税が５，８３４万７千円で９．２％

の増となりました。 

③ 利子割交付金は、１億８，４０８万円で前年度対比１５．７％の減となりました。 

④ 配当割交付金は、４，８１９万５千円で皆増となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、５，００６万９千円で皆増となりました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１１億３，０９７万２千円で前年度対比１２．５％の増と

なりました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、２億２，９７３万円で前年度対比１０．０％の減となり

ました。 

⑧ 地方特例交付金は、８億８，０４５万５千円で前年度対比１．３％の減となりま

した。 

⑨ 地方交付税は、１億７０３万３千円で前年度対比１０．８％の減となりました。

前年度に引き続き、普通交付税は不交付で特別交付税のみが交付となりました。普

通交付税が不交付となった要因は、普通交付税で算定すべき基準財政需要額の一部

が臨時財政対策債の発行に振り替えられたことによるものです。 

⑩ 分担金及び負担金は、２億６，６６３万円で前年度対比３．８％の増となりまし

た。これは主に、市道損傷及び道路監督費負担金が１，２４８万６千円の増となっ

たことによるものです。 

⑪ 国庫支出金は、２６億３，０９５万３千円で前年度対比７．２％の増となりまし

た。この主な要因は、保育所運営費負担金が７，９６２万１千円の減、公立学校施

設整備費補助金が９，５３９万４千円の皆減となりましたが、生活保護費負担金が

１億８，７７６万４千円の増となったことに加え、ＮＴＴ無利子貸付Ｂ型事業補助

金が７，８００万円の皆増となったことによるものです。 

⑫ 都支出金は、２９億２，７９９万２千円で前年度対比８．８％の減となりました。

この主な要因は、緊急地域雇用創出特別補助金が５，８８３万１千円の増となりま

したが、保育所運営費負担金が３，９８１万１千円、みちづくり・まちづくりパー



トナー事業委託金が２億４，５００万円それぞれ減となったことによるものです。 

⑬ 財産収入は、１億９，１４７万８千円で前年度対比２７９．３％の増となりまし

た。これは主に、武蔵野公園計画地内の土地売払収入が１億７，６３１万１千円の

皆増となったことによるものです。 

⑭ 寄附金は、１億６，４０２万５千円で前年度対比８４．８％の増となりました。

これは主に、公園協力金が１，８０４万円の増となったことに加え、教育寄附金が

４，９６１万円の皆増となったことによるものです。 

⑮ 繰入金は、５，１１３万８千円で前年度対比７１．３％の減となりました。これ

は主に、地域福祉基金繰入金が２，１３４万７千円、鉄道線増立体化整備基金繰入

金が９，０００万円の減となったことによるものです。 

⑯ 諸収入は、２億８，１４３万８千円で前年度対比２６．６％の減となりました。

この主な要因は、平成１４年度生活保護費国庫負担金追加交付金が１億２，１０７

万９千円、都道１３４号線拡幅に伴う物件補償金が２，５６７万２千円それぞれ皆

減となったことによるものです。 

⑰ 市債は、５７億３１０万円で前年度対比６８．６％の増となりました。この主な

要因は、臨時財政対策債が５，９６０万円の減、東京都区市町村振興基金の借換債

が４億１，９００万円の皆減となりましたが、平成７・８年度住民税等減税補てん

債の借換債発行により３２億８９０万円が皆増となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９７．４％、不用額は８億６，２８４万２千円で、前年

度対比３億７，７２３万９千円の増となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５１億５，１８４万２千円で前年度対比２．４％の増となりま

した。この主な要因は、人件費が８１億８，５６６万２千円で５，５０１万５千円、

０．７％の増、扶助費が４５億６，１５８万２千円で２億７，３０１万７千円、６．

４％の増、公債費が２４億４５９万８千円で２，２８７万２千円、１．０％の増と

なったことによるものです。 

② 投資的経費は、２０億８，２４７万３千円で前年度対比３２．６％の減となり、

また、歳出決算総額に対する構成比は７．０％となりました。この主な要因は、市

道３９６号線用地取得費が１億２３３万２千円、小長久保公園用地取得費が１億８，

２５１万７千円、都立武蔵野公園事業用地代替取得費が１億４，０３０万４千円そ

れぞれ皆増となりましたが、東小金井駅北口土地区画整理事業用地取得費が１億８



１３万円、ＪＲ中央本線連続立体交差事業負担金が２億５，７４１万１千円、みち

づくり・まちづくりパートナー事業が２億４，５００万円それぞれ減となったこと

に加え、小学校校舎耐震補強工事等が４億８，６４２万３千円の皆減となったこと

によるものです。 

③ 物件費は、５０億５，８９７万９千円で前年度対比２．４％の増となりました。

この主な要因は、前原小学校仮設プレハブ教室等の借上料が３，３８９万４千円の

皆減となりましたが、緊急地域雇用創出特別補助金を活用した経費が６，１１９万

４千円、参議院議員等選挙の執行に伴う選挙関連経費が２，６６９万８千円それぞ

れ増となったことによるものです。 

④ 補助費等は、３６億９，２２２万１千円で前年度対比４．１％の減となりました。

これは主に、平成１０･１１･１２･１３年度普通交付税算定の錯誤による返還金１

億５，９１５万８千円の皆減によるものです。 

⑤ 繰出金は、３１億９，６２８万９千円で前年度対比４．０％の増となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は９億７，１４４万７千円で１０．２％の減となりま

した。下水道事業特別会計繰出金は９億８５万７千円で１．９％の減となりました。

老人保健医療特別会計繰出金は、４億６，１６０万１千円で１２．４％の増となり

ました。介護保険特別会計繰出金は、８億６，２３８万４千円で３０．３％の増と

なりました。 

⑥ 積立金は、３億８，３９０万４千円で前年度対比４４．３％の増となりました。

この主な要因は、財政調整基金積立金が１億２，０００万円の減となりましたが、

退職手当基金積立金が１億円、庁舎建設基金積立金が３，０００万円、都市再開発

整備基金積立金が１億円それぞれ皆増となったことによるものです。 

 

 次に、代表的な財政指標を見ますと、 

① 実質収支比率は、５．２％で前年度対比１．４ポイントの増となりました。 

② 経常収支比率は、９２．８％で前年度対比０．３ポイントの増となりました。こ

の主な要因は、分母となる経常一般財源が総額で４，８２１万４千円前年度対比０．

２％の微増となった一方、分子となる経常経費に充当された一般財源が、総額で１

億２，５７６万６千円前年度対比０．７％の増となったことによるものです。 

③ 人件費比率は、２７．５％で前年度対比０．６ポイントの増となりました。この

主な要因は、分母となる歳出総額が４億４，０７９万７千円１．５％の減となった

一方、分子となる人件費は、退職金の増等により総額で５，５０１万５千円０．



７％の増となったことによるものです。 

④ 公債費比率は、８．７％で前年度と同率となりました。 

⑤ 財政力指数は、１．０３３で前年度対比０．０５５ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革の推進状況を図る指標とされてきた人件費比率は、平成１４年度

で２０％台への回復が実質３０年振りに図られ、さらに、平成１５年度では地方財政

状況調査史上２番目となる２６．９％、平成１６年度は２７．５％と３年連続の２

０%台となったところです。０．６ポイント増の主な要因は、今後見込まれる大量の

定年退職者に対する財政的負担の軽減及び組織の活性化を図るものとして、平成８年

度以降実施を見合わせてきた職員勧奨退職制度の実施によるものです。 

  また、財政構造の弾力性等質的な改善状況を図る代表的な指標である経常収支比率

は、個人市民税等の大きな落ち込みがあったものの、税源移譲への暫定措置として新

設された所得譲与税や地方消費税交付金の増加により、算定式の分母となる経常一般

財源は若干増加しました。一方、分子となる経常経費に充当する一般財源は、普通退

職による退職金や給料の減により人件費は減少しましたが、扶助費をはじめその他の

経費が伸びた結果、前年度の９２．５％から９２．８％となったところです。これに

より平成１３年度以来４年連続９０％台を維持し、第２次行財政改革大綱に掲げた目

標数値８０％台後半達成に向けた基礎は固まったといえます。 

  これらの代表的な財政指標の改善は、これまでの財政健全化に向けた全庁的な取組

の成果であり、職員勧奨退職制度の実施といった将来を見据えた財政政策も展開可能

な体制を確立しつつあるといえます。しかし、行財政改革はいまだ途半ばであり、個

性豊かで魅力ある総合的なまちづくりを的確に推進し、地方分権に係る地方税財政制

度改革（三位一体の改革）など社会的要因等についても、柔軟に対応していく財政構

造へとさらに改革を進めていかなければなりません。また、社会経済構造が変化し地

方分権が大きく進展する状況の中、多様化・高度化する市民ニーズに柔軟かつ機動的

に対応し、市民満足度の向上と行政資源の最適配分による行政サービスの質的な向上

を目指していくことが求められてもいます。そのため、時代の要請に柔軟に対応でき

る財政基盤への再構築はもとより、効果的で効率的な自治体経営を目指し、市民福祉

の一層の増進に努めてまいります。 


